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大阪、平元不36・47、平6.12.12 

 

命 令 書 

 

 申立人  スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合 

   大阪支部連合会 モービル大阪支店支部 

 

 被申立人 モービル石油株式会社 

 被申立人 モービル石油株式会社 大阪支店 

 

主  文 

１ 申立人の被申立人モービル石油株式会社大阪支店に対する申立ては却下す

る。 

２ 申立人の被申立人モービル石油株式会社に対する以下に関する申立ては却

下する。 

 (1) 昭和61年３月１日付け大阪支店の統廃合 

 (2) 申立人組合員Ａ１、Ａ２、同Ａ３及び同Ａ４に対する業務命令及び業務

変更（ただし、昭和63年８月18日以前のもの） 

 (3) 申立人組合員Ａ２及び同Ａ４の昭和63年８月１日付け配転に係る団交拒

否 

３ 申立人のその他の申立ては、棄却する。 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者 

(1) 被申立人モービル石油株式会社（以下「会社」という）は、肩書地に

本社を、全国各地に約60か所の支店、営業所、油槽所等を置き、各種石

油製品及び関連製品の販売等を業としており、その従業員は本件審問終

結時約1,200名である。 

  また、被申立人モービル石油株式会社大阪支店（以下「大阪支店」と

いう）は会社の支店で、大阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県、和

歌山県を営業地域とし、その従業員は本件審問終結時約90名である。 

  なお、大阪支店は、昭和61年３月、会社の組織変更によって設置され

たもので、同一のビル内にあった会社大阪第一支店、会社大阪第二支店

及び会社総務部大阪事務所（以下それぞれ「大阪第一支店」、「大阪第二

支店」及び「総務部大阪事務所」といい、また、これらを総称して「旧

大阪支店」という）が統合されたものである。 

(2) 申立人スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合大阪支部連合会

モービル大阪支店支部（以下「支部」という）は、主たる事務所を肩書

地に置く労働組合であり、会社及び申立外エッソ石油株式会社の従業員
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並びにエッソ石油株式会社の元従業員によって組織された申立外スタン

ダード・ヴァキューム石油自主労働組合（以下「組合」という）の下部

組織で、大阪支店の従業員によって組織されている。 

  また、支部組合員は、本件審問終結時執行委員長Ａ１、執行副委員長

Ａ２、執行副委員長Ａ３及び書記長Ａ４の４名である（以下それぞれ「Ａ

１」、「Ａ２」、「Ａ３」及び「Ａ４」といい、この４名を総称して「Ａ１

ら４名」という）。 

２ 大阪支店統廃合に関する労使協議について 

(1) 昭和61年１月29日、支部と会社の間で、旧大阪支店の統廃合（以下「大

阪支店統廃合」という）に関して団交が開催され、支部は、大阪支店統

廃合計画の内容を明らかにするよう要求した。これに対し、会社は、内

容の説明については後日行う旨回答した。 

(2) 昭和61年２月４日、支部と会社の間で２回目の団交が開催された。会

社は、大阪支店統廃合については協議事項でないと前置きした上で、「①

３月１日付で大阪支店統廃合を行う。②支店代表はＢ１となる。③大阪

第一支店の総務、大阪第二支店の総務及び総務部大阪事務所は一つの課

になる。④大阪支店統廃合に伴う人事異動については、職制から通知す

る」旨述べた。支部は、会社の説明に対し、「今回の大阪支店統廃合は支

部三役の異動を伴うものであり、組合員の労働条件に重大な影響を与え

るので、支部との協議事項である。具体的な内容を明らかにせよ」と述

べた。これに対し会社は、「大阪支店統廃合は経営権の問題であり、協議

事項ではない。具体的な内容は、職制から説明する」旨述べた。 

(3) 昭和61年２月５日、会社は、Ａ１ら４名の所属する各職場において、

大阪支店統廃合に伴う各従業員の配置転換（以下「配転」という）予定

先及び職務内容について、職制から説明を行った。 

(4) 昭和61年２月21日及び25日、支部と会社の間で、大阪支店統廃合につ

いての団交が開催され、会社は、大阪支店統廃合による組合員の配転先

及び事務所のレイアウト等について説明したが、支部は、大阪支店統廃

合そのものが労働条件の変更であるとして、会社の説明に納得しなかっ

た。 

  なお、昭和62年４月４日、組合は、大阪支店統廃合に関する問題につ

き、会社が、団交を拒否しているとして、当委員会に不当労働行為の救

済申立て（昭和62年（不）第32号エッソ石油・モービル石油事件）を行

い、同事件は本件審問終結時当委員会に係属中である。 

(5) 昭和61年３月１日、大阪支店統廃合が実施され、Ａ３及びＡ１は総務

部大阪事務所から大阪支店リーセール部門総務課（以下「総務課」とい

う）へ、Ａ２は大阪第二支店総務課から大阪支店工業用製品販売部門工

業用潤滑油第一課（以下「工業用潤滑油第一課」という）へ、Ａ４は大

阪第二支店総務課から大阪支店工業用製品販売部門工業用潤滑油第二課

（以下「工業用潤滑油第二課」という）へ、それぞれ配転された。 
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３ 大阪支店統廃合後における労使関係について 

(1) 昭和61年３月１日、大阪支店統廃合に伴い、大阪支店に、支店長代理

としてＢ２（以下「Ｂ２支店長代理」という）が就任し、人事総務担当

として支部の窓口となった。 

(2) 支部と会社は、配転が事前協議事項であるか否かをめぐって対立して

いたが、会社は、昭和61年３月３日、団交の打切りを宣言し、新しい部

署で業務に就くよう業務命令を発した。これに対し、Ａ１ら４名は、組

合指令による暫定就労としてこの命令に従ったところ、Ａ４は上司の工

業用潤滑油第二課課長Ｂ３（以下「Ｂ３課長」という）から、Ａ２は上

司の工業用潤滑油第一課課長Ｂ４（以下「Ｂ４課長」という）から、そ

れぞれ、従来、課長が記入していた出勤記録表に、自ら記入するよう指

示された。 

  なお、Ａ１ら４名以外の従業員は、従来から、出勤記録表については

自分で記入していた。 

(3) 昭和61年３月６日及び７日、会社は従業員に対し、従業員個人の能力・

志望部署等についての自己申告書を提出するよう命じた。これに対し、

同月10日及び12日、支部は、事務折衝において、会社に対し、「支部との

協議を拒否して大阪支店統廃合を実施し、納得できないうちに支部三役

の配転を強行した会社に、自己申請書を提出しろと強要されるいわれは

ない」旨述べ、支部と自己申告書について協議するよう申し入れたが、

会社は「自己申告書の提出は会社の人事管理上の方針であり、協議事項

ではない」としてこれを拒否した。 

(4) Ａ１ら４名は組合の主張等を書いたゼッケンを着けたまま就労してい

たが、昭和61年８月７日、会社は、これをとるよう命じた。以後、会社

は、たびたび同じ命令を発した。Ａ１ら４名は、これに従わず、ゼッケ

ンを付けたまま就労を続けたが、その後、63年３月25日からは、組合指

令により、ゼッケンを腕章に切り替えた。 

(5) 昭和61年10月29日、会社は、支部に対し、日本語ワードプロセッサー

（以下「ワープロ」という）の導入についての団交を申し入れた。ワー

プロ導入に伴う訓練の開始日である同年11月18日に第１回団交が開催さ

れてから、61年１月16日までに４回の団交及び20回の事務折衝が行われ

た。 

  その中で、会社は、ワープロの導入は経営の効率化のためであり、具

体的なことは職制から説明する旨述べた。支部は、組合員個々について

のワープロ導入に伴う訓練の具体的な内容の説明を求め、引き続き団交

を申し入れたが、会社はこれに応じなかった。 

  なお、会社は、61年12月18日にＡ２に対して、62年２月24日にＡ３に

対して、同月26日にＡ４に対して、同年７月10日にはＡ１に対して、ワ

ープロ操作の訓練への出席命令をそれぞれ行った。 

(6) 昭和62年１月22日、会社は従業員に対し、「文房具、事務用品の管理を
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適正化するため、またタイプ作業依頼量の実態を把握するため、１月26

日から、その請求及び作業依頼手続きを変更する」旨を文書（以下「１

月22日付け文書」という）で通知した。これに対し支部は、会社に団交

を申し入れたが、会社はこれに応じず、Ａ１ら４名に「１月22日付け文

書」に従うよう命じた。これに対し支部は、付加業務の強要であり労働

条件の変更である旨述べ、会社に団交を申し入れたが、会社は団交事項

ではないとしてこれを拒否した。Ａ１ら４名は、同月28日以後、組合指

令を受け、異議をとどめながら、「１月22日付け文書」に従うようになっ

た。 

(7) 昭和62年４月30日、総務課課長Ｂ５（以下「Ｂ５課長」という）はＡ

１及びＡ３に対し、従来は課長が記入していた出勤記録表について、ス

ト欄も含め、自分で記入するよう命じた。同日の事務折衝で、支部は、

以前は会社が記入していた旨抗議し、撤回を求めたが、会社はこれを拒

否した。両名は、組合指令を受け、スト欄の記入を行った。 

(8) 昭和63年６月15日の就業時間中、組合事務所にいたＡ１、Ａ２及びＡ

４の３名に、Ｂ２支店長代理が、就業時間中の組合活動はやめるよう注

意したところ、支部は、組合活動に対する支配介入であると抗議した。

同月22日、会社は、この３名に、「服務規律違反行為について」と題し、

同月15日の行動に関し、注意を与える内容の文書を手渡した。 

(9) 昭和63年７月７日、Ｂ２支店長代理及びＢ３課長は、Ａ４が就業時間

中に、事務折衝の内容について電話で話していたのに対し、就業時間中

の組合活動はやめるよう注意したところ、Ａ２が、組合活動を妨害する

なと抗議したため、Ｂ２支店長代理及びＢ３課長とＡ２の間で口論とな

った。支部はこの件について、事務折衝を申し入れたが、会社は拒否し

た。 

(10) 昭和63年７月18日、会社は、前記(9)記載の件について、Ａ４及びＡ

２に、「重ねて服務規律違反行為について」と題し、同月７日の就業時間

中の組合活動について注意を与える内容の文書を手渡した。支部は、こ

の件について事務折衝の開催を申し入れた。翌日、支部は、事務折衝で、

就業時間中の組合活動に対する注意が差別的・選別的不当監視であり、

組合活動に対する介入である旨の抗議を行うとともに文書の撤回を要求

したが、会社は、就業時間中の組合活動は認めていないとしてこれを拒

否した。 

４ 大阪支店統廃合後におけるＡ１の業務について 

(1) モービルクラブに関する業務について 

ア 大阪支店には、モービルクラブと称する親睦会（この中に、野球部、

卓球部、手芸部等の活動クラブがある。以下「モービルクラブ」とい

う）があり、大阪支店統廃合以前は、総務部大阪事務所において、Ａ

１が、モービルクラブに関する業務として、役員会の案内文書の発行

及び役員会への出席、各活動クラブの予算書及び決算書の管理並びに
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行事の案内文書の発行及び参加申込みの受付けを行っていた。 

イ 昭和61年３月27日、課内会議の席上、Ｂ５課長及び総務課課長Ｂ６

（以下「Ｂ６課長」という）はＡ１に対し、職務明細書に手書きでモ

ービルクラブと記入されていたのを示し、「モービルクラブの事務局

からはずれます」と述べた。Ａ１は、これを聞いて、自分でモービル

クラブの文字を抹消した。 

ウ 昭和62年１月28日、モービルクラブ委員長（当時は技術課課長がそ

の役にあった）は、「昭和62年度モービルクラブ役員改選」の公示を

行った。同公示には「投票箱をＡ１の席に設置」、「昭和61年度の各活

動クラブの活動報告と本年度予算、活動計画書を２月６日までに事務

局（Ａ１）に提出」との内容が記載されていた。これらのモービルク

ラブに関する業務についてＡ１は、以前と同様に行った。 

エ 昭和62年２月18日、モービルクラブの役員会が開催され、前日、開

催通知を見ていたＡ１は、これに出席した。また、役員会は同年３月

２日にも開催され、Ａ１は、これを知っていたが、他用により欠席し

た。 

オ 昭和62年11月２日、支部は、事務折衝で、同日付けモービルクラブ

発行の「みかん狩りの案内」の参加申込みのあて先がＡ１になってい

ることについて、「①何故会社は、モービルクラブの事務局からＡ１

をはずしたにもかかわらず、Ａ１の業務というのか、②この件につい

ては組合と協議し、合意するまでみかん狩りの案内の配付を中止せよ」

と、会社に申し入れた。これに対し、会社は「①モービルクラブの業

務が全く無くなるとは言っていない。②協議事項ではない」と回答し

た。 

カ 昭和62年11月６日、支部は、事務折衝で、前記オ記載のＡ１のモー

ビルクラブ業務の件で団交を申入れるとともに、「会社が、みかん狩

りの参加申込みの受付け業務をＡ１に命じた」と抗議し、撤回を求め

たが、会社は拒否した。 

キ 昭和62年11月12日、支部は、事務折衝の場で、「抗議及び団交要求書」

を提出し、Ａ１へのモービルクラブ業務の指示について団交を申し入

れたが、会社はこれを拒否した。 

ク 昭和62年11月13日、支部は、事務折衝で、会社に対し、会社のＡ１

に対するみかん狩りに関する業務命令について、何をいつまでにしろ

というのか等につき説明を求めた、これに対し会社は、「11月13日ま

でにみかん狩りの出欠表を集めると案内にも書いてある。交渉事項は

ないので団交はしない」旨答えた。 

ケ 昭和62年11月16日、支部は、事務折衝で、会社に対し、Ａ１に対す

るみかん狩りに関する業務命令の撤回と、モービルクラブの事務局業

務を議題とする団交を申し入れたが、会社はこれを拒否した。 

コ 昭和63年１月28日から同年２月２日にかけて、支部は会社に対し、
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モービルクラブ発行の同年１月28日付け文書に「昭和63年度モービル

クラブ役員選挙の投票箱をＡ１の席に設置。各活動クラブの活動報告

書を事務局（Ａ１）に提出」との内容が記載されていることで、説明

を求めるため、数回、事務折衝を申し入れた。同年２月３日、事務折

衝が開催され、支部は、会社が同年１月28日から２月２日の間の事務

折衝申入れを拒否したとして会社に抗議したが、会社は、支部の挙げ

る議題について、「協議事項ではない。過去に会社見解を表明してい

る」旨述べた。 

サ 昭和63年２月８日、支部は、モービルクラブ業務に関する団交開催

の件で、事務折衝を申し入れたが、会社はこれを拒否した。 

シ 昭和63年２月24日、支部は、事務折衝で、会社に対し、同月22日付

けの文書に「モービルクラブの各活動クラブ活動報告書を事務局・Ａ

１まで提出せよ」と記載されたことについて団交を申し入れた。Ｂ２

支店長代理は、「61年３月３日の会議（以下「３月３日会議」という）

で、モービルクラブ全体の仕事を行わなくてもいいとは言っていない」

として、これを拒否した。 

ス 昭和63年２月25日、支部は、事務折衝で、会社に対し、前日の事務

折衝での会社回答について、「３月３日会議では、Ａ１の業務につい

て会社はなにも言っていない。また、同月27日の会議（以下「３月27

日会議」という）で、Ｂ６課長がＡ１の業務について説明した中で、

モービルクラブの事務局からＡ１は外れると発言した」旨述べ、説明

を求めた。これに対し会社は、「調べてから返事をする。上司が部下

に必要な業務をするよう指示するのは当然のことである」旨答えた。 

セ 昭和63年３月１日、支部は会社に対し、モービルクラブ業務に関す

る事務折衝を申し入れたところ、会社は、同日はこれを拒否したが、

翌日、開催に応じた。支部は、同年２月25日の事務折衝で会社が約し

た調査の結果を求めた。会社は、「Ｂ２支店長代理は、３月３日会議

には出席していなかった。３月27日会議の際、Ｂ６課長は、Ａ１をモ

ービルクラブの仕事から全くはずすとは言っていない。本件は協議事

項ではない」旨回答した。 

ソ 昭和63年３月18日、支部は会社に対し、モービルクラブ業務に関す

る事務折衝を申し入れたところ、会社は、「過去に本件では協議しな

いと答えた」旨述べて拒否したが、同月22日に、会社は事務折衝の開

催に応じた。席上、会社は支部に対し、本件は協議事項ではないとし

て、団交を拒否した。その後、支部は、引き続き本件に関する団交を

申し入れ続けた。 

タ 平成元年１月12日、支部は、モービルクラブ発行の、平成元年度モ

ービルクラブ役員改選の文書中、「Ａ１の机の上の投票箱に投票」旨

の記載について、「業務変更であるので組合と協議せよ」として、会

社に事務折衝を申し入れた。これに対し、会社は「去年も話したとお
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り、これ以上はしない」旨述べ、事務折衝を拒否した。 

チ 平成元年１月13日、Ｂ６課長はＡ１に対し、モービルクラブの役員

改選の投票箱をＡ１の机の上に設置するよう命じた。これに対しＡ１

は「支部を通してください」旨述べたが、Ｂ６課長は「やらないなら

やらないと言ってよ。考えがあるから」と述べた。 

ツ 平成元年１月17日、事務折衝が開催され、席上、支部は会社に対し、

前記チ記載の業務命令が不当であるとして説明を求めた。これに対し、

会社は「過去に十分答えているので、これ以上、事務折衝の場で論議

しない」旨回答した。 

テ 平成元年１月18日、支部は、事務折衝を申し入れたが、会社が拒否

したので、Ａ１は組合の指示を受けた上で、前記チ記載の業務命令に

従った。 

ト 平成元年１月20日、事務折衝が開催された。支部は、Ａ１に対する

モービルクラブ業務に関する事務折衝を拒否しているとして抗議する

とともに、団交を申し入れたが、会社は「過去何度も事務折衝を行っ

ていることから、事務折衝拒否の事実はない。抗議及び団交要求書は

受け取るが協議事項ではないので、団交はしない」旨述べた。 

(2) 日常的業務に係る業務命令について 

ア 昭和61年９月２日、Ｂ５課長は、Ａ１に対し、電話の応接の時には、

「モービルアルキーのモービルです」とあいさつするよう命じた。支

部は労働条件の変更であり、Ａ１への攻撃である旨抗議した。会社は、

事務折衝で、「何ら労働過重を強いているわけではなく、労働条件の

変更にはあたらない」と述べた。 

イ 昭和61年９月26日、Ｂ５課長は、Ａ１に対し、社内誌「ザ・マガジ

ン」に掲載するため、支店の所在する地域の紹介記事を書くよう命じ

た。支部は、付加業務は全て労働条件の変更である旨抗議した。会社

は、事務折衝で、労働過重を強いるようなものではなく、労働条件の

変更にはあたらないと主張した。Ａ１は、記事を書かなかった。 

ウ 昭和61年９月30日、Ｂ５課長は、自席を離れてセールス担当の従業

員と話をしているＡ１に、「Ａ１さん電話が鳴っている。取ってよ」

と電話の応接を命じた。このとき、総務課員はＡ１しかいなかった。

これに対し、支部が、Ａ１に対する選別的業務命令である旨抗議した

ところ、会社は、事務折衝で、選別的業務命令ではないと述べた。 

エ 昭和61年12月８日、Ｂ５課長は、出張用の切符を購入している阪急

交通社に年末の挨拶に行くと申し出たＡ１に対し、「業務が忙しいの

で、行かなくてもよい」と述べた。 

  同月初旬、Ｂ５課長は、会社のクリスマスパーティーのプログラム

製作材料購入のため、外出を申し出たＡ１に、「自分でやるので行か

なくていい」と述べた。 

  同月中旬、Ｂ５課長は、大阪支店給湯室の消耗品を購入するため外
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出すると申し出たＡ１に、行かなくていい旨述べ、後日、アルバイト

従業員に行かせた。これらに対し、同月29日、事務折衝で、支部は、

一方的な業務の取り上げであるとして団交の開催を求めたが、会社は、

協議事項ではないとしてこれを拒否した。 

オ 昭和62年１月19日、Ｂ５課長は、Ａ１に対し、会社が社宅として借

り上げている住宅の家賃改訂に関する書類を、家主あてに郵送するよ

う命じた。 

  支部は、事務折衝において会社に対し、新規業務の押付けで、労働

条件の変更であると抗議したが、会社は、労働条件の変更ではないと

述べた。 

カ 昭和62年１月28日、Ｂ５課長は、借上社宅に関する税務事務で、池

田市にある豊能税務署に出かけると申し出たＡ１に対し、「他の者に

行かせるので行く必要はない」旨述べた。翌日、支部は会社に対し、

「業務変更及び一方的な業務の取り上げである」として団交の開催を

要求したが、会社はこれを拒否した。 

  また同月28日、Ｂ５課長は、Ａ１に対し、豊能税務署に税務関係書

類を郵送するよう命じた。これについても、支部は、団交の開催を求

めたが、会社はこれを拒否した。同月30日、Ａ１は、組合指令により

前記書類を郵送した。 

キ 昭和62年３月、Ａ１は、同月３日から５日にかけて病気で休んだこ

とについて、特別休暇（以下「特休」という）を申請をしたところ、

Ｂ５課長は、医師の診断書を添付しないと特休扱いにできない旨述べ

た。このことについて、同月９日、支部は会社に対し、従来３日間の

病欠は、診断書を出さなくても特休扱いであったとして団交を申し入

れたが、会社はそのような労使慣行はないとしてこれを拒否した。同

年４月６日、Ａ１は組合指令により診断書を会社に提出した。 

ク 昭和62年６月17日、Ｂ５課長は、Ａ１に対し、電話の応接の時には、

「モービルハイのモービルです」とあいさつするよう命じた。同月18

日、支部は会社に対し、事務折衝において労働条件の変更であると抗

議し、説明を求めたが、会社は、純然たる業務なので、支部と協議す

るものではない旨述べた。 

ケ 昭和62年７月１日、Ｂ５課長は、Ａ１に対し、借上社宅に関する文

書を家主へ郵送するよう命じた。これに対し、支部は、事務折衝を申

し入れたが、会社は、支部と協議するものではないとして拒否した。

Ａ１が、組合指令を受け、それに従って、家主への郵送業務にすぐ取

り掛かると申し出たところ、Ｂ５課長は、その必要はない旨述べた。 

コ 昭和62年12月29日、会社は、Ａ１に、63年から、大阪支店の従業員

の出張旅費精算業務を行うよう命ずることに伴い、同人が担当してい

た借上社宅の家賃支払業務を減らすと述べた。Ａ１は、以前から総務

課員のみの出張旅費精算業務を行っていた。支部は、会社に対し、業
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務量増加で労働条件の強化であるとともに、労働条件の変更であると

してこれに抗議し、団交を申し入れたが、会社は就業時間中に十分こ

なせるものであり労働条件には影響がないとして、団交を拒否した。 

  なお、Ａ１は、63年２月10日から、組合指令によりこの業務命令に

従った。 

５ 大阪支店統廃合後におけるＡ３の業務について 

  昭和62年３月７日、会社はＡ３に対し、前記３(6)記載の、同年１月26

日からの庶務手続きの変更に伴う集計業務を行い、和文タイプで集計表を

作成するよう命じた。支部は、労働量が増加するので、労働条件の変更に

あたるとして抗議したが、会社は、事務折衝で、１月26日からの庶務手続

きの変更については説明しており、労働条件の変更といったことではない

旨述べた。同月24日、Ａ３は組合指令により、集計業務を行った。 

６ 大阪支店統廃合後におけるＡ４の業務について 

(1) 昭和61年８月29日、Ｂ３課長は、Ａ４に対し、同年10月21日に静岡県

伊東市にある会社研修所で行う営業事務についての研修（以下「伊東研

修」という）に出席するよう命じた。Ａ４は、同日は、午前中にストを

行い、午後から有給休暇を取得するつもりであるとして、これを拒否し

た。Ｂ３課長は、午後６時からの懇親パーティーだけでも出席したらど

うかと勧めたが、Ａ４は拒否した。 

(2) 昭和61年10月20日、Ｂ３課長は、伊東研修に参加するよう再度命じた

が、Ａ４は、これを拒否した。同月30日、支部は、伊東研修への出席に

関しては、同年８月29日に出席しないと意思表示を行い、Ｂ３課長もそ

れを了解していたにもかかわらず、なぜ業務強要するのか、スト妨害、

有給休暇取得妨害であって支配介入である旨抗議するとともに、謝罪を

要求した。会社は、スト妨害等の支配介入はないと述べ、謝罪等は行わ

なかった。 

(3) 昭和62年２月26日、直接の上司ではない工業用製品販売部門業務課課

長Ｂ７（以下「Ｂ７課長」という）が、Ａ４に対し、書類棚を整理する

よう命じた。またＢ３課長は、Ａ４の担当する受注関連業務の品目に、

新製品のストレッチフィルムを加える旨説明した。 

(4) 昭和62年３月２日、支部は会社に対し、Ａ４のストレッチフィルム受

注関連業務の追加は、労働条件の変更であると抗議した。自席にもどっ

てメモをとっていたＡ４に対し、Ｂ３課長が、そのメモを提出するよう

命じた。このことについて、支部は団交を申し入れたが、会社はこれを

拒否した。 

(5) 昭和62年３月25日、Ｂ３課長は、Ａ４に対し、ストレッチフィルムの

価格変更通知書を発送すること及びそのコピーをとってファイルするこ

とを命じた。支部は、事務折衝で、新規事業であるので労働強化につな

がるとして抗議したが、会社は、労働条件の変更ではないので団交事項

ではない旨述べた。なお、Ａ４は、同年７月１日から、組合指令により
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ストレッチフィルムの受注関連業務を行った。 

(6) 会社には、全国ネットで商品の在庫管理・配送・受注を集中管理する

コンピュータのシステム（以下「ＡＩＭ」という）があり、３か月に一

度、パスワードの変更を行っていた。 

  昭和62年６月29日、Ｂ７課長は、Ａ４に対し、定例のパスワードの変

更を命じた。翌日、支部は会社に対し、ＡＩＭについて変更することが

あれば、事前に説明することが労使の確認事項になっているとして、パ

スワード変更の件で団交を申し入れたが、会社は、労働条件の変更には

あたらないとして、これを拒否した。Ａ４は、パスワードの変更を行わ

なかった。 

(7) 昭和62年８月11日、Ｂ３課長は、Ａ４に対し、工業用潤滑油第一課の

Ｃ１（以下「Ｃ１社員」という）の作成した価格変更通知書を、本社へ

送付するよう命じた。これに対し、支部は、業務量の増加による労働条

件の変更であるとして抗議するとともに、団交の開催を求めた。会社は、

事務折衝において、Ｃ１社員が工業用潤滑油第一課から工業用潤滑油第

二課へ異動することに伴うものであり、労働条件の変更ではないなどと

述べ、団交の開催を拒否した。同月19日、Ａ４は、組合指令により上記

業務を行った。 

(8) 昭和62年10月５日、Ｂ３課長は、Ａ４に対し、Ｃ１社員が担当する業

務に係る受注関連業務を処理するよう命じた。同日、この件に関して、

支部は会社に対し、団交の開催を要求したが、労働条件の変更はないと

して、会社はこれを拒否した。同日、Ａ４は、組合指令により、この受

注関連業務を行った。 

(9) 昭和63年３月14日、前記(6)記載と同様に、Ｂ７課長は、Ａ４に対し、

大阪近隣の油槽所と大阪支店を結ぶコンピュータのシステム（以下「Ｃ

ＯＳ」という）のパスワードの変更を行うよう命じた。Ａ４は拒否した

が、同月24日、組合指令によりこの業務を行った。 

(10) 昭和63年５月９日、支部は会社に対し、工業用潤滑油第二課のＣ２（以

下「Ｃ２社員」という）の営業担当区域の変更に伴い、Ｃ２社員が担当

する業務に係る受注関連業務を担当していたＡ４の業務内容が変更され

るとして、団交を申し入れた。会社は、Ｃ２社員の営業担当区域が変更

されてもＡ４が行う業務内容は変わらないので、労働条件の変更はない

としてこれを拒否した。 

(11) 昭和63年８月１日、Ａ４は、同日付けで、工業用潤滑油第二課から大

阪支店リーセール部門業務課（以下「リーセール業務課」という）へ配

転になった。同課では、Ａ４を含め、課員４名となったが、平成元年６

月に定年退職を迎える者が１名おり、その者が同年４月から出社しなく

なる予定であった。 

  この配転は、大阪支店で処理していた受注関連業務を会社大阪油槽所

において処理することとした（以下、同業務を担当する部署を「大阪Ｃ
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ＯＢ」という）ことに伴い、主たる業務が受注関連業務であったＡ４の

業務量が少なくなるため行われたものであった。 

(12) 昭和63年８月２日、前記(11)の配転に伴い、Ａ４の配属先のリーセー

ル業務課課長Ｂ８（以下「Ｂ８課長」という）は、Ａ４に、業務内容を

記載した、手書きによる職務明細書（後記(27)記載の別表(1)）参照、以

下「職務明細書Ａ」という）を渡した。支部は会社に対し、職務明細書

Ａについて、手書きであるので正式なものではない旨抗議し説明を求め

たところ、会社は、正式な職務明細書である旨述べた。これ以降、職務

明細書Ａを正式なものであるとする会社と、正式なものでないとする支

部の主張は、常に平行線をたどった。 

  職務明細書について会社は、作成の手引において次のとおり定めてい

る。①現任者（担当者のことをいう）が職務内容を記入し、②上司が、

現任者の作業条件等について記入し、両者が内容について確認するため、

署名をする。③ただし、新しい職務について日が浅い場合には、上司が

全て記入する。 

  なお、同年９月５日、支部は、この配転にかかる団交拒否が不当労働

行為にあたるとして、当委員会に対し、救済申立て（昭和63年（不）第54

号事件）を行った。当委員会は、申立人のこの点についての申立てを平

成４年８月７日付けの命令（昭和63年（不）第53号及び同年（不）第54

号合併事件）において棄却した。 

(13) 昭和63年９月６日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、電話応接の時には、「モ

ービルエフワンのモービルです」とあいさつするよう命じた。同月９日、

支部は、この業務命令については付加業務であるとして団交を申し入れ

たが、会社は、団交事項ではないとして、これを拒否した。 

(14) 昭和63年10月７日、17日及び20日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、顧客を

登録するための書式への記入及びＣＯＳに入力する業務等を行うよう命

じた。Ａ４が、業務命令の根拠を尋ねたところ、Ｂ８課長は、職務明細

書Ａの第９番の項目（以下「職務明細書Ａ９番」という）に基づくもの

である旨答えた。 

  また、同時期、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、Ａ４と同じ課の従業員Ｃ３

某（以下「Ｃ３」という）の業務のうちＣＯＳ入力に関する業務を「Ｃ

３さんが休んだ時に困るので、覚えておいてください」として、行うよ

うに指示した。Ａ４は、Ｃ３の担当であるからしないと主張し、一度も

行わなかった。 

(15) 昭和63年10月24日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、朱書きで訂正された書

類を清書するよう命じた。Ａ４が、業務命令の根拠を尋ねたところ、Ｂ

８課長は、職務明細書Ａ９番に基づくものである旨答えた。Ａ４は、職

務明細書Ａの表記が不明確である旨抗議したので、Ｂ８課長は、詳しい

のを作る旨述べた。 

  また、同月31日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、ＣＯＳからセールスレポ
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ートを打ち出すよう命じた。Ａ４が、業務命令の根拠を尋ねたところ、

Ｂ８課長は、職務明細書Ａ９番に基づくものである旨答えた。これに対

しＡ４が、職務明細書Ａに明示していないのでやらない旨述べたのに対

し、Ｂ８課長は、業務の一つなので行うよう命じた。 

(16) 昭和63年11月17日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、取引先が発行している

情報誌をファイルするよう命じた。Ａ４が、業務命令の根拠を尋ねたと

ころ、Ｂ８課長は、職務明細書Ａ９番に基づくものである旨答えた。Ａ

４が「今までは誰がファイルしていたのか」と尋ねたところ、Ｂ８課長

は「今回からあなたの業務としてファイルしてください」と述べた。 

(17) 昭和63年11月25日、リーセール業務課と隣接する別の課で、課員が誰

もいなかったときに電話が鳴ったので、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、その

電話をとるように、強い調子で言った。Ａ４は、Ｂ８課長に、気付いた

ものがとるべきである旨抗議した。 

(18) 昭和63年12月13日、支部は、事務折衝において、会社に対し、Ａ４の

同年８月１日付け配転について団交を申入れた。会社は、「団交の議題が

抽象的すぎるので、何を問題にするのかを具体的にあげるように。それ

を見てから団交の開催について検討する」旨述べた。 

(19) 昭和63年12月15日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、売上表のチェックをす

るよう命じた。Ａ４が、業務命令の根拠を尋ねたところ、Ｂ８課長は、

職務明細書Ａ９番に基づくものである旨答えた。 

  翌日、支部は、事務折衝において、会社に対し、「職務明細書Ａ９番の

項目に基づく業務命令が多すぎる。団交を拒否するなら事務折衝で説明

せよ」旨述べると、会社は「①職務明細書に書いていないことを上司が

指示してもおかしくない。②業務命令は協議事項ではない」旨答えた。 

(20) 平成元年１月10日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、コンピュータから打ち

出されたリストのチェックを行うよう命じた。これに対しＡ４は、「リス

トのチェックは、リストを最初に受け取る総務でやることである」旨述

べ、この業務命令を拒否した。 

(21) 平成元年１月12日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、ＡＩＭとＣＯＳのスイ

ッチを切って帰るように命じた。Ａ４が、「切ったことがない。私が切り

忘れたら誰が責任をとるのか」とＢ８課長に尋ねたところ、ＣＯＳだけ

切ってくださいと述べた。 

(22) 平成元年１月19日、Ｂ８課長が、Ａ４に対し価格変更通知の清書を命

じたところ、Ａ４は「職務明細書Ａ９番の指示が頻繁にあることを問題

として団交要求している。組合は、団交要求に対する会社の返事をもら

っていない」、「Ｂ８さんもいい加減な職務明細書だと前にいっていたで

はないのか」旨述べた。これに対し、Ｂ８課長は「そんなことは言って

いない」旨述べた。 

(23) 平成元年１月30日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、ＣＯＳから売上表を打

ち出すよう命じた。Ａ４が業務命令の根拠を尋ねたところ、Ｂ８課長は
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「７番のＡＩＭの関連」と答えた。Ａ４は「ＡＩＭとＣＯＳでは操作が

違う」と述べたところ、Ｂ８課長は、「上司の指示に従ってください」と

述べた。 

  同日、この件に関する事務折衝において、支部は会社に対し、上記の

命令の撤回を要求したが、会社は拒否した。このためＡ４は、組合指令

により、Ｂ８課長に、本業務命令の内容の説明を求め、会社からの説明

を組合に報告した。しかし、この説明の20分後に、Ｂ８課長は「この業

務は、やってしまった」旨述べた。 

(24) 平成元年１月31日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、ＣＯＳの関連で計算業

務を手伝うよう命じた。前日に、Ｂ８課長から、ＣＯＳから売上表を打

ち出すことはＡ４が行い計算業務はＣ３が行う旨説明を受けていたＡ４

は、「計算業務は、Ｃ３がやると言ったはず」と言ったが、Ｂ８課長は、

「業務命令です」と述べた。支部は会社に対し、この件についての業務

折衝を申し入れたが、会社は、「当然やらなくてはならないことであるし、

従来から同じことを言っているため、繰り返しになるので事務折衝はし

ない」として、これを拒否した。 

(25) 平成元年２月１日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、２月のスケジュールを

コピーし、大阪支店内の各部署に配るよう命じた。Ａ４はなぜ自分に命

じるのかを尋ねたところ、Ｂ８課長は「前にもやってもらっている。業

務命令である」旨答えた。 

(26) 平成元年２月２日、支部は、事務折衝で、会社に対し、Ａ４に対する

業務命令の件で団交を申し入れたが、会社は、業務命令については、一々

団交で合意する必要がないので団交はしないとして拒否した。それ以後、

同月３日、６日、７日、８日、10日、13日の各日に、支部は会社に対し、

事務折衝を申し入れたが、会社は「今はする必要がない」、「事務折衝の

具体的な内容を明らかにすれば考えるが、そうでなければ時間の無駄で

ある。業務のことは、仕事だからやって当然である」として、拒否した。 

(27) 平成元年４月３日、前記(11)記載のとおり、同日から業務課員が３名

となったことに伴い、Ｂ８課長はＡ４に、タイプ打ちされた職務明細書

（別表(2)参照、以下「職務明細書Ｂ」という）を手渡した。 
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別表(1) 職務明細書Ａ 

目的 Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｏｒの指揮、

監督のもとに大阪支店リーセール営業活動に付帯する業務を行

う。 

職責 

１．代理店及び関連顧客からの電話の応接。 

２．承認済みＲＥ８Ｓにつき次の所定手続を行う。 

(1) ＣＯＳ ＶＤＴ（端末機）に新設、追加、変更、廃止をＩｎｐｕ

ｔする。 

(2) 関係出荷場所へＣｏｐｙを一部送付する。 

(3) Ｂｉｌｌｉｎｇ Ｓｅｃｔへ所定部数を送付する。 

３．代理店からの注文受理と関係出荷場所への出荷手配及びそれに付随

する業務を行う。 

４．メインコード、サブコード訂正等に要する照会書（訂正依頼）を関

係出荷場所に送付する。 

５．毎月５日までに顧客リストに基き、性状分析表をタイプ室に依頼し、

照合及び支店印を押印の上、関係代理店へ送付する。 

  尚、上記顧客リスト以外にセールススタッフより要請があれば迅速

に対応する。 

６．毎月10日までに、本社から送付されて来るコンピューター・レポー

ト（勘定明細書、月間集計請求書、プライスマスター、等）を適確に

ファイルし、保管する。 

７．ＡＩＭ関連 

(1) ＡＩＭ ＶＤＴ（端末機）を操作の上、次の情報をＯｕｔｐｕｔ

し、Ｐｒｉｎｔｏｕｔする。 

  ａ）Ｄａｉｌｙ Ｓａｌｅｓ ｂｙ Ｐｒｏｄｕｃｔ／Ｓｅｃｔ／

ＳＡ／Ａｇｅｎｔ／Ｓ．Ｓ. 

  ｂ）Ｍｏｎｔｈｌｙ Ｓａｌｅｓ ｂｙ Ｐｒｏｄｕｃｔ／Ｓｅｃ

ｔ／ＳＡ／Ａｇｅｎｔ／Ｓ．Ｓ． 

  ｃ）ＰＣ機能（マルチプラン、日本語ワープロ等） 

(2) Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｏｒの指示

により必要ＤｔａｔをＩｎｐｕｔし、Ｐｒｉｎｔｏｕｔする。 

８．以上の職責の外、Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｇｒｏｕｐ内の

担当者が休暇、病気その他で休んだ場合は、相互に職務を代行し補充

する。 

９．その他、Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｏｒ

の指示による業務を適宜遂行する。 
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別表(2) 職務明細書Ｂ 

目的 Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｏｒの指揮、

監督の下、大阪支店リーセール営業活動に付帯する以下の業務を

適確に、且つ、Ｄｕｅ Ｄａｔｅを遵守して遂行する。 

職責                        時間の割合％

１．代理店及び関連顧客からの電話に対する速やかな応接。    10

２．ＲＥ８、ＲＥ８Ｓにつき、以下の所定手続。         10

(1) ＣＯＳ端末へのＩｎｐｕｔ 

(2) 関係部門へのＤｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ 

３．代理店からの注文受理と出荷手配、及び問い合わせの処理。   10

４．ＪＲクーポンセールス勘定の会計処理。                     10

５．性状分析表の手配及び作成。                               10

６．Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｇｒｏｕｐで管理しているＤｏｃ

ｕｍｅｎｔのＦｉｌｅ/保管                                  10

７．ＡＩＭ／ＣＯＳ／ＰＣ（マルチプラン、ワープロ）関連       20

(1) Ｐ．Ｐ． Ｅｎｔｒｙ ｉｎ ＡＩＭ． 

(2) Ｄａｉｌｙ Ｓａｌｅｓ／Ｍｏｎｔｈｌｙ Ｓａｌｅｓ Ｄａｔ

ａのＯｕｔｐｕｔ／Ｐｒｉｎｔ ｏｕｔ． 

(3) ＣＯＳ：ＡｌｌｏｃａｔｉｏｎのＩｎｐｕｔ，Ｄａｉｌｙ Ｓａ

ｌｅｓのＯｕｔｐｕｔ／Ｐｒｉｎｔ ｏｕｔ． 

(4) ＰＣ（マルチプラン、ワープロ）機能の有効利用。 

８．Ｃｒｅｄｉｔ Ｃａｒｄ関連。                             ５

(1) 新規／追加／紛失／盗難に関する必要手続。 

(2) 定期更新時の手続。 

９．Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｍａｓｔｅｒ ｍａｉｎｔｅｎａｎｃｅ／Ｒｅ

ｖｉｅｗ．                                           ５

適時及びＰｅｒｉｏｄｉｃａｌ Ｒｅｖｉｅｗに際しての手続。 

10．その他、必要に応じ上司の指示する業務の遂行。       10

                              100
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(28) 平成元年４月４日、18日、21日、同年５月２日及び９日、支部は会社

に対し、「職務明細書Ａの件も協議中であるにもかかわらず、業務がさら

に増やされている」として、「職務明細書Ｂに基づく労働条件変更の件」

についての団交を申し入れた（以下「４月４日付け団交申入れ」という）

が、会社は、「職務明細書Ｂによって労働条件の変更は生じない。労使の

協議事項ではない」として、これを拒否した。 

(29) 平成元年５月９日、会社が、Ａ４に対し、職務明細書Ｂに署名して提

出するよう指示したところ、同人は組合と相談の上、提出を留保する旨

述べた。同日、支部は会社に対し、「５月９日付けＡ４組合員に対する職

務明細書Ｂへの署名強要の件」についての団交申入れを事務折衝で行い、

団交要求書を渡そうとした（以下「５月９日付け団交申入れ」という）

が、会社は、応じなかった。しかし、翌日の事務折衝で、会社は団交要

求書を受け取り、後日返答する旨回答した。 

(30) 平成元年５月30日、会社は、事務折衝で、５月９日付け団交申入れに

関して、「職務明細書の件は上司に言うべきである。また、職務明細書Ｂ

への署名は、人事管理上の社内規定に基づく手続きであり、労使協議事

項ではない。署名がなくても有効なので、署名して戴けなければそれで

結構である」旨述べ、これを拒否した。その後、会社は、Ａ４に、職務

明細書Ｂへの署名を求めることはなかった。 

  なお、Ａ４は、その後の職務遂行にあたり、時間外労働を行ったこと

はなかった。 

(31) 大阪支店には、郵便物の発送及び収受の業務を行う郵便室があり、私

的なものであっても、利用者が費用を負担すれば、業務に支障のない限

り、その利用が認められていた。 

  昭和61年10月３日、Ｂ２支店長代理は、発信者不明の郵便物を見つけ、

発信者を捜したところ、同月６日、Ａ４が発信したことを認めたので、

Ｂ２支店長代理ら３名は、次長室でＡ４に対し、封筒の中身が不明であ

るので開封するよう求めた。しかし、Ａ４とのやりとりから組合文書で

あることがわかったので、開封させることはなく、会社が保管した。 

  後日、支部と会社との間に団交が数回持たれ、会社は「組合の文書を

会社の費用を使って送ることは以前から禁じている。この点を改めるな

ら文書は返還する」と述べた。これに対し支部は、会社費用で組合文書

を送付し続けると主張した。 

  会社は、当文書については保管する意味がないとして、支部に返還し

た。 

７ 大阪支店統廃合後におけるＡ２の業務について 

(1) 昭和61年４月16日、Ｂ４課長は、Ａ２に対し、勘定照合等の業務を行

うよう命じ、同業務についての説明を行った。支部は、労働強化である

として団交を申し入れたが、会社は、協議事項でないとして、これを拒

否した。 
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(2) 昭和61年８月28日、Ｂ４課長は、Ａ２に対し、同年10月21日の伊東研

修に出席するように命じた。Ａ２は、小さい子供がいるので出席できな

い旨述べたが、同月20日、再度、Ｂ４課長はＡ２に、伊東研修に出席す

るよう命じた。しかし、同人は、参加しなかった。 

  同月30日、支部は、事務折衝において、Ａ２に対する伊東研修への出

席命令について、会社に謝罪等を求め、抗議を行った。 

(3) 昭和62年２月10日、Ｂ４課長は、Ａ２に対し、ワープロを使って集計

表を清書するよう命じた。Ａ２は、ワープロで集計表を清書することに

ついては、支部は承諾していないとして拒否した。 

(4) 昭和62年３月７日、Ｂ７課長は、Ａ２に対し、ＣＯＳのパスワードの

変更を命じた。同月24日、この件について支部は、労働強化であるとし

て、抗議するとともに団交申し入れを行ったが、会社は、これを拒否し

た。 

(5) 昭和62年５月20日、同年６月３日及び18日、会社は、Ａ２に対し、新

製品の受注関連業務を行うよう命じた。Ａ２は、組合指令により、同年

７月24日からこの受注関連業務を行った。 

(6) 前記６(6)記載のＣ１社員の異動に伴い、Ａ２の担当していた業務の量

が減ったことで、昭和62年８月19日、支部は、事務折衝において、同人

の労働条件の変更が生じたが、これについての事前協議が行われていな

いとして団交を申し入れた。会社は、「Ａ２の業務量は減るが、労働条件

にほとんど変更はない。よって、この点については支部と協議する必要

はない」としてこれを拒否した。 

(7) 昭和63年８月１日、会社は、Ａ２を工業用潤滑油第一課から工業用製

品販売部門業務課へ配転した。この配転により、Ａ２は、それまで主に

担当していた受注関連業務からはなれることになった。 

(8) 昭和63年８月初旬、上司のＢ７課長が「大阪ＣＯＢへの移行が完了し

ていないラッパーフィルムについて、その移行がうまくいくまで協力し

てほしい」と指示したところ、Ａ２は「私は受注関連業務からはずれる

と言われている。私に言うのはおかしい」旨述べた。 

(9) しかし、昭和63年８月29日、同年９月30日付けで退職予定のＢ７課長

が不在の時に、Ｂ４課長がラッパーフィルムの受注関連業務をＡ２に指

示したところ、同人はこれに従った。 

  同年９月８日、Ａ２が、Ｂ４課長に、ラッパーフィルムの受注関連業

務は私の仕事ではないので、今後はしない旨述べたところ、同課長は「９

月19日の週には新しい課長も出てくるので、それまで協力して欲しい」

旨述べた。 

(10) 昭和63年９月16日、支部は、同年８月１日付けのＡ２の配転及びそれ

に基づく業務変更について団交申入れを行ったが、会社は、配転は人事

管理上の問題であるとして、これを拒否した。 

(11) 昭和63年10月17日、Ｂ４課長が支店長代理に昇格し、新たに工業用製
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品販売部門業務課課長にＢ９（以下「Ｂ９課長」という）が就任してい

たが、この両名が、Ａ２に、配転後初めて同日付けの職務明細書を示し、

業務内容の説明を行った。同月20日、支部は、Ａ２の業務内容について、

団交を申し入れた。平成元年１月25日に、団交が開催され、支部は会社

に対し、Ａ２の労働量が増え労働過重になっている等として説明を求め

たが、会社は「担当業務量からみて、時間内に十分終われる。人事管理

上の問題である旨、過去に十分説明したので、以後この件で団交はしな

い」と述べた。 

(12) 平成元年２月、Ｂ９課長は、Ａ２に対し、社内誌を配るよう指示した。

また同年３月８日、工業用製品販売部門販売促進課課長Ｂ10が、「異例な

ことではあるが、受注関連業務を行ってください」と指示した。しかし

Ａ２は、いずれも拒否した。 

８ 支部の請求する救済内容 

  支部が請求する救済内容の要旨は、次のとおりである。 

① 大阪支店統廃合の撤回 

② Ａ１のモービルクラブに関する業務内容を具体的に明示すること 

③ Ａ４の職務明細書Ｂについて、４月４日付け団交要求及び５月９日付

け団交要求に対し、誠意を持って応じること 

④ Ａ４に対する職務明細書Ｂへの署名強要の撤回 

⑤ Ａ４の業務内容（昭和63年８月１日付けリーセール業務課への配転以

降のもの）を具体的に明示すること 

⑥ Ａ４に対し、威迫して業務を行わせないこと 

⑦ 大阪支店統廃合以降、事務折衝及び団交を拒否した上で申立人組合員

に対して出された業務命令を撤回すること 

⑧ 申立人組合員の業務内容を変更する場合には、申立人組合と協議する

こと 

⑨ 申立人組合員の業務変更に関する事務折衝に応じること 

⑩ 上記に関すること並びに昭和63年８月１日付けＡ４及びＡ２の配転に

伴う業務変更についての団交拒否に関する謝罪及び誓約の文書を全事業

所に掲示するとともに同内容を社内報に掲載すること 

第２ 判  断 

１ 大阪支店の被申立人適格について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 支部は、次のとおり主張する。 

  大阪支店は、申立人と長年にわたって団交を行い、労働条件を決定

し、人事について重大な影響力ないし支配力を有していることからす

れば、労働組合法第７条の「使用者」に該当し、被申立人適格を有す

る。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  大阪支店は、大阪地労委昭和61年（不）第10号事件並びに63年（不）
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第53号及び同年（不）第54号併合事件の命令で支店に対する申立てが

却下されていることからも明らかなように、労働組合法上の「使用者」

には該当しない。 

(2) 当委員会の判断 

  救済命令の名宛人とされる使用者は、不当労働行為を禁止する労働組

合法第７条の規定にいう使用者であり、かつ、同法第27条に規定する義

務を負担し、これを果たしうる権能を有すべきことから、法律上独立し

た権利義務の帰属主体であることを要すると解すべきである。 

  しかるに、大阪支店は会社の構成部分に過ぎず、法律上独立した権利

義務の帰属主体とは認められない。したがって、同支店に対する本件申

立ては、却下する。 

２ 大阪支店統廃合について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 支部は、次のとおり主張する。 

  昭和61年３月１日付けで強行された大阪支店統廃合により、支部三

役全員が配転された。大阪支店統廃合は、組合潰しを目的としてなさ

れた不当労働行為である。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  本件申立ては、大阪支店統廃合から１年以上経過した後になされて

おり、申立期間を徒過したものとして却下されるべきである。また、

大阪支店統廃合は、会社の経営専権事項の問題であり、会社が自由に

行えるもので、組合との協議を要するものではない。 

(2) 当委員会の判断 

  前記第１．２(5)認定のとおり、本件申立ては、大阪支店統廃合が行わ

れた昭和61年３月１日から１年以上経過後の、平成元年８月19日に行わ

れていることから、この点に関する支部の申立ては申立期間を徒過した

ものとして労働委員会規則第34条第１項第３号により却下する。 

３ Ａ２及びＡ４の業務変更に関する団交拒否について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 支部は、次のとおり主張する。 

  会社は、Ａ２及びＡ４の昭和63年８月１日付け配転にかかる業務変

更に関する支部の団交申入れを拒否している。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  大阪地労委昭和63年（不）第53号及び同年（不）第54号併合事件と

二重の申立てであり、却下すべきである。 

(2) 当委員会の判断 

  前記第１．６(18)並びに７(10)及び(11)認定のとおり、支部は、昭和63

年12月13日にＡ４の同年８月１日付け配転について、同年９月26日にＡ

２の同年８月１日付け配転及びそれに基づく業務変更について、同年10

月20日にＡ２の業務内容について、それぞれ団交を申し入れたことが認
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められるが、これらはいずれも実質的に同年８月１日付けでなされたＡ

４及びＡ２の配転（以下「本件異動」という）を議題とするものと解さ

れる。 

  ところで本件異動については、前記第１．６(12)認定のとおりこれを

議題とする団交応諾を求めて、昭和63年（不）第54号事件として申立て

があり、当委員会は平成４年８月７日付けで申立てを棄却する命令を発

している。 

  したがって本件申立ては、上記の申立てと同一の内容のものであり、

新たに判断を行う余地がないので、却下する。 

４ Ａ１のモービルクラブに関する業務内容について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 支部は、次のとおり主張する。 

  昭和61年３月27日、会議の席上、Ｂ６課長はＡ１に対し、同人の業

務からモービルクラブの業務が外れると説明した。にもかかわらず、

会社は、昭和62年２月以降、Ａ１に、モービルクラブ業務を命じてい

る。これは、Ａ１に屈服感を与え、組合の団結破壊を狙った、不当な

業務命令であり、同行為は不当労働行為である。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  Ａ１は庶務事務を担当しており、庶務事務の一環として位置付けて

いるモービルクラブ業務を必要に応じて指示しても、何等労働強化で

はなく、不当労働行為とはなりえない。 

  なお、会社は、モービルクラブ業務の業務負担が少なくなるとの趣

旨の説明はしたが、同業務が、全く無くなるとは言っていない。 

(2) 不当労働行為の成否 

ア 昭和63年８月18日以前の会社の行為に関する申立ては、同日から１

年以上経過した後の平成元年８月19日に行われているので、申立期間

を徒過したものとして労働委員会規則第34条第１項第３号により却下

する。 

イ 昭和63年８月19日以後の会社の行為についてみると、前記第１．４

(1)イ認定のとおり、それ以前の61年３月27日、会議の席上、Ｂ６課

長が、Ａ１に「モービルクラブの事務局からはずれる」旨発言してい

ることが認められる。 

  ところで、本件モービルクラブ事務局業務のうち、役員改選の投票

箱を机の上に設置すること並びに活動クラブに関する報告書の受付け

及び催しものの参加の受付けを行うことは補助的業務であり、同時に

庶務的業務であるとみて差し支えなく、加えて前記第１．４(1)ウ及

びエ認定のとおり、Ｂ６課長の前記発言の後の62年１月28日に、Ａ１

が、特段の異議を述べることなくモービルクラブの役員改選の投票箱

を自分の机の上に置いたこと、同様に、同年２月、モービルクラブの

役員会にも参加していることが認められる。 
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  してみれば、Ｂ６課長の発言の趣旨は、Ａ１をモービルクラブに関

する主要な業務の担当者からはずすということであって、補助的業務

を含めてモービルクラブ業務の全てからはずすということではなかっ

たものと解される。 

  以上から、平成元年１月13日に、会社が、Ａ１に対し、モービルク

ラブの役員改選の投票箱を机の上に設置するように命じたことには相

当の理由があり、また、このような、補助的・庶務的業務を職務明細

書に記載することなく命じたとしても不当とは言えず、さらに、この

命令が組合の団結破壊を企図して出されたものであるとも認められな

い。 

  よって、この点に関する支部の申立ては、棄却する。 

５ Ａ４に対する業務命令及びそれに関する団交拒否について 

(1) 職務明細書Ｂに関する団交拒否等について 

ア 当事者の主張要旨 

(ｱ) 支部は、次のとおり主張する。 

  ① 職務明細書Ｂにより、会社が、Ａ４の業務を一方的に変更した

ことは、不当労働行為である。また、この業務変更について、支

部が行った４月４日付け団交申入れを、会社が拒否したことは、

不当労働行為である。 

  ② 平成元年５月９日、会社が、Ａ４に対し、職務明細書Ｂに署名

するよう強要したことは、不当労働行為である。 

  また、署名強要について、支部が行った５月９日付け団交申入

れを会社が拒否したことは、不当労働行為である。 

  ③ 上記一連の行為は、昭和63年９月５日、支部が大阪地労委に不

当労働行為救済申立てを行ったことに対する報復として行われた

もので、労働組合法第７条第４号に該当する不当労働行為である。 

(ｲ) 会社は、次のとおり主張する。 

  ① 職務明細書Ｂにより、Ａ４に命じて業務内容は、従来のＡ４の

業務内容とほぼ変わらないものであり、また、その業務量も過重

となっていない。したがって、職務明細書Ｂにより業務変更を行

ったことは、Ａ４を不利益に取り扱うものではなく、この点に関

する団交の必要もない。 

  ② 職務明細書の署名欄に、現任者が署名するよう内規で決められ

ており、これに従っただけで強要などしていない。 

  Ａ４の署名拒否後は、署名がなくても職務明細書は有効と説明

しており、Ａ４には署名を求めていない。 

イ 不当労働行為の成否 

(ｱ) 前記第１．６(27)認定の別表(1)及び(2)によると、職務明細書Ａ

に比して、職務明細書Ｂで減った項目は、「４ メインコード、サ

ブコード訂正等に要する照合書（訂正依頼）を関係出荷場所に送付
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する」及び「８ 以上の職責の外、Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ 

Ｇｒｏｕｐ内の担当者が休暇、病気その他で休んだ場合は、相互に

職務を代行し補充する」であり、職務明細書Ｂで増えた項目は、「４ 

ＪＲクーポンセールス勘定の会計処理」、「８ Ｃｒｅｄｉｔ Ｃａ

ｒｄ関係」及び「９ Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｍａｓｔｅｒ Ｍａｉｎ

ｔｅｎａｎｃｅ／Ｒｅｖｉｅｗ．」である。これら増えた項目は、

いずれも営業活動に付帯する事務処理的な業務であると解され、そ

の意味で従来Ａ４が担当していた職務と性質と同じくするもので、

これらＡ４の職務の目的である「Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｃ

ｏｏｒｄｉｎａｔｏｒの指揮、監督の下、大阪支店リーセール営業

活動に付帯する業務を行う」の範囲のものと考えられる。 

  また、職務明細書Ｂにより、どの程度、業務量が増加するかにつ

いての支部の疎明はなく、職務明細書Ｂの担当業務の項目の「時間

の割合」から、業務処理に要する時間を総合的に判断すれば、業務

量が特段増加したとは認められない。なお、職務明細書Ｂが出され

た後、Ａ４が業務を遂行するにあたり時間外労働を行っているとい

う事実がないことからも、このことが窺われる。 

  ところで、賃金、労働時間、休日、休暇といった主要な労働条件

の変更はもちろんのこと、労働の内容、密度、方法といった労働条

件の変更も原則として義務的団交事項となるが、ひとしく労働条件

といっても、その職務内容が従来のそれを超えるものではなく、ま

たその変更によって労働の過重をもたらさない軽微なものであると

きは、必ずしも義務的団交事項には当たらないと解するのが相当で

ある。 

  そこで本件について見るに、会社は、Ａ４の業務を変更する際、

変更の内容についての説明をしていないことから、支部が、明確な

説明を求めようとすることは、理解できないことではない。しかし、

前記のように職務明細書ＢによりＡ４の職務範囲の項目が増えたと

しても、それが従来の職務範囲を超えず、またそれによって過重労

働を強いる結果となったことは認められないのであるから、職務明

細書Ｂにより業務変更を行ったことは不利益取扱いとはいえず、ま

た、この件に関し、会社が団交に応じなかったとしても、不当労働

行為とはならない。 

   よって、この点に関する支部の申立ては棄却する。 

(ｲ) 次に支部は、Ａ４に対し、職務明細書Ｂへの署名を強要したこと

及びこれについての団交を拒否したことは、不当労働行為であると

主張する。しかし、会社がＡ４に対し、職務明細書Ｂに署名をする

よう指示したことは会社の社内規程に基づく手続きに過ぎず、また、

この手続きが本人に不利益を強いる不当なものとは解されない。 

  前記第１．６(30)認定のとおり、Ａ４が署名を拒否した後、会社
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は、再び同人に署名を求めることもなかったのであるから、職務明

細書に署名を求めたことは、署名を強要したとまではいえず、した

がって、不利益取扱いの不当労働行為ということはできない。また、

会社の指示は、義務的団交事項にあたるとまではいえないため、こ

の件に関し、会社が団交に応じなかったとしても、不当労働行為と

はならない。 

  よって署名を指示したこと及びこれに係る団交拒否に関する支部

の申立ては、棄却する。 

(ｳ) なお、前記(ｱ)及び(ｲ)判断のとおり、本件申立てに関する会社の

行為は、いずれも不利益取扱いではないことから、これら会社の行

為は、支部が行った昭和63年９月５日付け不当労働行為救済申立て

に対する労働組合法第７条第４号にいう不当労働行為に当たらない。 

(2) Ａ４の昭和63年８月１日付け配転後の業務内容について 

ア 当事者の主張要旨 

(ｱ) 支部は、次のとおり主張する。 

  昭和63年８月１日、リーセール業務課へのＡ４の配転が強行され、

翌日、Ｂ８課長は、Ａ４に対し、手書きの職務明細書Ａを渡した。 

  これ以降、会社は、Ａ４の組合活動を嫌悪して、職務明細書Ａに

具体的に明示することなく、第９項目「Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉ

ｏｎ Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｏｒの指示による業務を遂行する」を根

拠に、不当な業務命令を乱発し、支部の団結破壊を狙った不当労働

行為を行っている。 

(ｲ) 会社は、次のとおり主張する。 

  Ａ４が、リーセール業務課において担当すべき業務については、

職務明細書ＡないしＢにおいて、出来る限り明らかにしており、上

司が部下に対し労務指揮権を行使するのは当然である。また、会社

は、業務命令を乱発したことはない。 

イ 不当労働行為の成否 

  前記第１．６(27)認定のとおり、昭和63年８月１日、リーセール業

務課への配転後のＡ４の業務内容については、職務明細書Ａ及びＢに、

その主要なものが記載され、その末尾にそれぞれ、第９項及び第10項

として「必要に応じ、上司の指示による業務を遂行する」旨項目があ

るが、すべての業務内容の細目まで具体的にあらかじめ定めておくこ

とは困難な面があることから、このような項目を設けることも、通常

よく行われているところである。 

  前記第１．６(14)、(15)、(16)、(19)及び(22)認定のとおり、実際

にこの項目を根拠として発された業務命令は、顧客を登録するための

書式への記入、ＣＯＳからのデータ打ち出し、情報誌のファイル等で

あり、これらは、職務明細書で与えられたＡ４の職務の範囲（Ａｄｍ

ｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｏｒの指揮、監督のも
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とに、大阪支店リーセール営業活動に付帯する業務を行う）から逸脱

するものとはいえない。また、これらの業務命令により、どの程度、

業務量が増加するかについての支部の疎明はなく、これらの業務命令

が、Ａ４に対し、従来より著しく過重な負担を強いるものとまで断じ

ることはできない。 

  確かに、会社の業務の指示の仕方をみるに、前記第１．６(23)認定

のとおり、業務命令をＡ４が保留したことにより、命令を受けたＡ４

には知らせることなく当該業務を遂行するというような、必ずしも適

当とは言えない対応が見られないではないが、上記の理由により、こ

れらの業務命令が、団結破壊を企図して、ことさらＡ４に対して乱発

されたものであるとまではいえない。したがって、この点に関する支

部の申立ては、棄却する。 

(3) Ｂ８課長のＡ４に対する強迫等による業務強要について 

ア 当事者の主張要旨 

(ｱ) 支部は、次のとおり主張する。 

  昭和63年11月25日、リーセール業務課に隣接する別の課の電話が

鳴っていた時に、Ｂ８課長は、業務課員であるＡ４に対し、電話を

とるよう語気荒く命令し、強迫等を行った。この会社の行為は、組

合員を会社に屈服させることで、支部の団結破壊を狙った不当労働

行為である。 

(ｲ) 会社は、次のとおり主張する。 

  Ｂ８課長が、Ａ４に対し、電話をとるよう命令したことは認める

が、団結破壊を企図して行ったものではない。 

イ 不当労働行為の成否 

  前記第１．６(17)認定のとおり、昭和63年11月25日、Ｂ８課長が、

Ａ４に対し、電話をとるよう強い調子で言ったことが認められる。し

かし、通常、所用等で課員全員が不在の時に電話がかかってきた場合、

別の課の課員が電話をとり、これに応接することは、よく見られるこ

とである。これをしなかったＡ４に対し、Ｂ８課長が強い調子で言っ

たとしても、電話応接という業務の性質上、すばやく応接することを

求めたもので、それをもって強迫があったとか、団結破壊を企図した

不利益取扱いがあったとはいえない。 

  よって、Ｂ８課長の言葉には、強迫等の事実があったとは認め難い

ことから、この点に関する支部の申立ては、棄却する。 

６ 大阪支店統廃合後における業務命令及び業務変更について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 支部は、次のとおり主張する。 

  会社は、昭和61年３月１日付けの大阪支店統廃合以降、Ａ１ら４名

に対し、支部との協議を経ていない不当な業務命令を次々と発した。

これら不当な業務命令の乱発は、支部の団結破壊を企図した不当労働



- 25 - 

行為である。 

  また、会社が、申立人組合員の業務を変更するに際し、事前に支部

と協議しないことに加え、業務命令により一方的になされた業務変更

について、支部が申し入れた事務折衝にて応じないことは、不当労働

行為である。 

イ 会社は、次のとおり主張する 

① 会社は、従業員と労働契約を締結することにより、日常の従業員

の労務、業務等に対する指揮命令権を有する。会社の発した業務命

令は、労務指揮権に基づく正当なものである。 

② 従業員が行うべき業務は、日常の労務遂行の中で業務命令により

特定されることになる。業務命令による業務内容の特定は、労働条

件の変更に該当するものではないので、業務命令を発するに当たり、

団交を経る必要はない。また、会社と支部との事務折衝が労働組合

法第７条第２号により保護される団交に当たらないことは、平成４

年８月７日付け大阪地労委命令により認められているところである。 

(2) 不当労働行為の成否 

ア 会社が組合員に対して行った業務命令のうち、前記第１．３(2)、(3)、

(5)ないし(7)、４(2)アないしコ、５．６(1)ないし(10)、７(1)ない

し(5)認定のものは、いずれも昭和63年８月18日以前に発せられたこ

とが認められる。これら業務命令については、発せられた日から１年

以上経過した後の平成元年８月19日に本件申立てが行われているので、

この点についての支部申立ては、申立期間を徒過したものとして、労

働委員会規則第34条第１項第３号により却下する。 

イ 昭和63年８月19日以降になされた第１．６(13)、(20)、(21)、(24)、

(25)、７(8)及び(12)認定の業務命令について検討する。 

  同期間内になされた業務命令は次のとおりである。 

  （Ａ４に対して） 

① 昭和63年９月６日、電話の応接で、モービルエフワンとあいさつ

すること。 

② 平成元年１月10日、コンピュータから打ち出されたリストのチェ

ックを行うこと。 

③ 平成元年１月12日、終業時にＡＩＭとＣＯＳの電源を切って帰る

こと。 

④ 平成元年１月31日、ＣＯＳの関連で計算業務を行うこと。 

⑤ 平成元年２月１日、２月のスケジュールをコピーして配ること。 

（Ａ２に対して） 

①   昭和63年８月初旬、大阪ＣＯＢに受注関連業務の移行が完了する

まで、ラッパーフィルムの受注関連業務を行うこと。 

② 平成元年２月、社内誌を配ること。 

③ 平成元年３月８日、受注関連業務を行うこと。 
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  Ａ４に対する業務命令は、いずれも「大阪支店リーセールの営業活

動に付帯する業務」の範囲内であり、前記第１．６(27)認定の別表(1)

のとおり、職務明細書の目的及び職責１ないし９の何れかに該当する

ものであるとともに、時間内で十分遂行可能なものであったことが認

められる。 

  Ａ２の①及び③の受注関連業務については、前記第１．７(7)及び(8)

認定のとおり、大阪ＣＯＢへ受注関連業務の移行が完了するまでの、

応急的な業務であったこと、また、昭和63年８月１日付け配転以前に

Ａ２が担当していた業務であり、同人には処理が可能であったこと、

さらに、同人が拒否してからは、格別、命令もしてないことが認めら

れる。 

  Ａ２の②については、組合も、平成元年２月の１回以外には指摘し

ておらず、特段の業務負担を伴ったものとは考えられない。 

  以上のとおり、会社の発したこれらの業務命令は、Ａ４及びＡ２の

通常の業務の範囲を超えて両人の業務内容を変更するものとも乱発さ

れたものともいえないことから、不当労働行為とは認められない。 

  よってこの点に関する支部の申立ては、棄却する。 

  以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条並びに

労働委員会規則第34条及び第43条により、主文のとおり命令する。 

 

 平成６年12月12日 

      大阪府地方労働委員会 

       会長 由良数馬 ㊞ 


